
新潟県雪国型ZEH推進協議会設置要綱 

 

（名称） 

第１条 この協議会は、新潟県雪国型ZEH推進協議会（以下「協議会」という。）と称

する。 

 

（目的） 

第２条 協議会は、別表１に掲げる基準を満たす住宅「雪国型ZEH」について、住宅に

関わる関係機関が持つ情報を集約・共有し、住宅の設計、施工、販売、改修等に関

わる事業者への支援や県民への普及啓発を連携して推進することにより、家庭部門

における2050年カーボンゼロの実現に寄与することを目的とする。 

 

（所掌事項） 

第３条 協議会は、前条の目的を達成するため次の事項を所掌する。 

（１）雪国型ZEHの効果的な普及啓発に関すること 

（２）雪国型ZEHに関する技術普及及び技術力向上に関すること 

（３）雪国型ZEHビルダー・プランナー登録制度の普及に関すること 

（４）住宅の断熱・暖房対策の普及啓発に関すること 

（５）その他、協議会の目的を達成するために必要な事項 

 

（構成） 

第４条 協議会は、別表２に掲げる者で構成する。 

２ 前項以外の者の入会は、協議会の会議（以下「会議」という。）において承認する

ものとする。 

 

（役員） 

第５条 協議会に次の役員を置く。 

（１）会 長 １名 

（２）副会長 ２名 

２ 会長は、会員の互選により選任する。 

３ 会長は、会務を総轄し、協議会を代表する。 

４ 副会長は、会長が指名し、会員の同意を得て選任する。 

５ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは、その職務を代理する。 

 

（会議） 

第６条 会議は、会長が招集し、会長が議長となる。 

２ 協議会は、必要に応じて関係者の出席を求め、意見を聞くことができる。 

 



（事務局） 

第７条 協議会の事務を処理するため、事務局を置く。 

２ 協議会の事務局は、新潟県環境局環境政策課及び土木部都市局建築住宅課に置く。 

 

（その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関して必要な事項は、会長が

別に定める。 

 

附則 

この要綱は、令和６年４月22日から施行する。 

 

  


